




































































大学生比率 90% 80% 70% 60% 50% 40% 30% 20% 10%
学生生徒等納付金比率 76.38% 74.25% 71.98% 69.56% 66.98% 64.21% 61.24% 58.04% 54.60%
補助金比率 10.76% 12.92% 15.22% 17.67% 20.29% 23.10% 26.11% 29.35% 32.85%
人件費比率 49.86% 50.89% 51.99% 53.16% 54.41% 55.75% 57.19% 58.73% 60.40%






















●表 1　2015年 3月期の全国の大学部門（医歯系を除く）、短期大学部門、高等学校部門、中学校部門、 
小学校部門の消費収支計算書
（単位：百万円、％）
　 大学部門 短期大学部門 高等学校部門 中学校部門 小学校部門
学校数          555 学校数        333 学校数       1,288 学校数        738 学校数        207
学生数 1,761,631 学生数  126,334 学生数 1,016,104 学生数  249,408 学生数   75,322
学生生徒等納付金 2,082,042 78.38 145,239 74.82 551,738 50.86 166,540 60.51 49,614 60.46
手数料 75,258 2.83 2,902 1.50 18,168 1.67 6,083 2.21 651 0.79
寄付金 58,103 2.19 4,247 2.19 36,695 3.38 10,249 3.72 3,849 4.69
補助金 231,619 8.72 25,383 13.08 397,438 36.64 76,068 27.64 21,355 26.02
資産運用収入 56,738 2.14 3,572 1.84 13,065 1.20 3,183 1.16 1,030 1.26
資産売却差額 25,673 0.97 1,114 0.57 9,725 0.90 1,688 0.61 225 0.27
事業収入 57,728 2.17 4,000 2.06 22,387 2.06 5,114 1.86 3,504 4.27
雑収入 69,033 2.60 7,652 3.94 35,613 3.28 6,270 2.28 1,829 2.23
帰属収入合計 2,656,195 100.00 194,110 100.00 1,084,830 100.00 275,227 100.00 82,057 100.00
基本金組入額合計 -272,517 -10.26 -18,200 -9.38 -125,048 -11.53 -33,467 -12.16 -9,676 -11.79
消費収入の部合計 2,383,678 89.74 175,911 90.62 959,782 88.47 241,760 87.84 72,381 88.21
人件費 1,298,730 48.89 112,994 58.21 674,825 62.21 174,256 63.31 49,519 60.35
教育研究経費 904,079 34.04 58,661 30.22 280,076 25.82 70,041 25.45 24,309 29.62
管理経費 193,633 7.29 18,228 9.39 55,706 5.13 14,726 5.35 4,055 4.94
借入金等利息 5,532 0.21 302 0.16 4,107 0.38 1,008 0.37 453 0.55
資産処分差額 23,801 0.90 3,543 1.83 14,477 1.33 3,859 1.40 1,068 1.30
徴収不能引当額　 2,158 0.08 169 0.09 218 0.02 1,103 0.40 201 0.24
消費支出の部合計 2,427,933 91.41 193,897 99.89 1,029,410 94.89 264,993 96.28 79,605 97.01
消費収支差額 -44,255 -1.67 -17,986 -9.27 -69,628 -6.42 -23,233 -8.44 -7,224 -8.80





（2010年 3月期から 2015年 3月期の間の加重平均：％）
定員充足率
～ 70％ 70％～ 80％～ 90％～ 100％～ 110％～ 120％～
95％～ ［01］ ① 77.54 ［02］ ① 64.31 ［03］ ① 78.22 ［04］ ① 78.77 ［06］ ① 79.07
② 15.21 ② 13.16 ② 13.27 ② 10.76 ②   9.13
③   6.83 ③   0.08 ③   1.75 ③ 10.36 ③ 11.40
④ 54.12 ④ 54.24 ④ 59.38 ④ 51.82 ④ 50.16
⑤ 32.13 ⑤ 41.86 ⑤ 29.07 ⑤ 34.40 ⑤ 28.70
⑥   0.88 ⑥  -9.12 ⑥  -2.98 ⑥   0.46 ⑥   0.67
［05］ ① 83.61




⑥   9.97
90％～






80％～ ［08］ ① 84.64 ［09］ ① 85.36
②   8.48 ②   8.00
③   2.50 ③ 15.64
④ 66.59 ④ 42.19
⑤ 31.34 ⑤ 31.77
⑥  -9.08 ⑥   7.90
［10］ ① 83.94




⑥   8.92
75％～ ［11］ ① 70.81 ［12］ ① 82.27 ［13］ ① 74.27 ［14］ ① 84.76
② 13.43 ②   9.10 ② 12.61 ②   8.53
③   2.99 ③ 33.72 ③   8.57 ③ 18.54
④ 53.78 ④ 32.48 ④ 57.42 ④ 55.71
⑤ 32.79 ⑤ 29.61 ⑤ 32.24 ⑤ 30.45
⑥  -8.39 ⑥ 25.26 ⑥   0.44 ⑥   1.48
70％～ ［15］ ① 79.84 ［16］ ① 73.73 ［18］ ① 77.09
② 12.57 ② 15.52 ② 13.43
③   6.69 ③   7.63 ③ 10.27
④ 54.08 ④ 57.27 ④ 55.03
⑤ 29.82 ⑤ 27.87 ⑤ 35.43
⑥   5.78 ⑥  -6.67 ⑥   0.62
［17］ ① 74.18
② 14.76
③    3.25
④ 57.41
⑤ 29.29
⑥   8.04
65％～ ［19］ ① 68.41 ［20］ ① 79.28 ［21］ ①   83.94
② 21.46 ② 13.34 ②    7.04
③   7.47 ③ 13.38 ③    5.54
④ 56.76 ④ 59.04 ④  52.30
⑤ 34.08 ⑤ 25.40 ⑤  22.50
⑥   1.51 ⑥   6.61 ⑥ -16.85 
4 中京企業研究
60％～ ［22］ ① 71.84 ［23］ ① 73.57 ［24］ ① 70.49
② 17.49 ② 16.50 ② 14.24
③   3.90 ③ 13.63 ③   9.74
④ 61.40 ④ 60.05 ④ 55.78
⑤ 25.21 ⑤ 28.35 ⑤ 23.69
⑥   5.86 ⑥   4.46 ⑥  -5.45






50％～ ［26］ ① 68.88 ［27］ ① 65.66 ［28］ ① 74.70
② 20.54 ② 26.76 ② 18.81
③   3.56 ③   8.36 ③ 11.76
④ 66.71 ④ 62.67 ④ 61.55
⑤ 27.01 ⑤ 29.36 ⑤ 27.84
⑥  -4.27 ⑥  -0.97 ⑥  -0.05
45％～ ［29］ ① 60.03 ［30］ ① 59.28 ［31］ ① 70.12
② 17.15 ② 24.26 ② 22.78
③   3.10 ③   2.89 ③   5.17
④ 52.84 ④ 63.06 ④ 63.15
⑤ 32.95 ⑤ 21.79 ⑤ 24.49
⑥  -1.63 ⑥   4.84 ⑥   3.22
40％～ ［32］ ①  63.85 ［33］ ① 62.63
②  27.12 ② 31.96
③   2.61 ③ 12.13
④  83.00 ④ 61.31
⑤  27.32 ⑤ 26.93
⑥ -18.94 ⑥   4.71
［34］ ① 64.36
② 21.44





30％～ ［35］ ① 66.43 ［36］ ①  63.20
② 22.10 ②  27.41
③   0.94 ③     1.53
④ 64.58 ④  71.63
⑤ 26.40 ⑤  22.24
⑥  -0.84 ⑥  -2.44






［38］ ①  66.97
②  25.38
③     2.54
④  69.80
⑤  26.58
⑥   -3.12
25％～
20％～ ［39］ ① 64.75
② 24.90
③   5.14
④ 61.52
⑤ 26.89






75％～ － 0.57％ 　 5.07％
45％～ 　 0.11％ － 0.53％
















「－3 6 . 5 9％⇒－1 1 . 8 3％」、法人［ 1 6］：






















～ 70％ 70％～ 80％～ 90％～ 100％～ 110％～ 120％～
95％～ ［01］  1.07 ［02］  -7.29 ［03］ -1.19 ［04］  0.98 ［06］  7.95
90％～ ［05］ 11.29 
85％～ ［07］ 11.52
80％～ ［08］  -7.87 ［09］  8.94
［10］ 11.94
75％～ ［11］  -7.25 ［12］ 25.65 ［13］  0.89 ［14］  3.52
70％～ ［15］  9.37 ［16］  3.83 ［18］  1.83
［17］  8.71
65％～ ［19］   1.69 ［20］  8.80 ［21］  7.58
60％～ ［22］   7.06 ［23］  5.43 ［24］  1.48
55％～ ［25］  -8.48
50％～ ［26］ -3.16 ［27］  -0.97 ［28］  0.71
45％～ ［29］  -1.06 ［30］  5.47 ［31］  4.40
40％～ ［32］ -18.70 ［33］  5.23
［34］ -4.46
35％～




20％～ ［39］   2.62
大・短大生比率 （『私立大学財政データ』にもとづいて筆者作成）
●表 3　東海 3県の大学法人の、資産処分差額を除いて計算した帰属収支差額比率
















75％～ ① 76.30％ ① 80.88％
② 12.11％ ②   9.34％
③   7.98％ ③ 15.23％
45％～ ① 67.48％ ① 75.93％
② 20.35％ ② 14.72％
③   6.78％ ③   8.16％
20％～ ① 63.54％
② 26.53％












75％～ ④ 53.43％ ④ 50.39％
⑤ 32.80％ ⑤ 31.13％
45％～ ④ 61.38％ ④ 57.29％





















75％～ 　 0.52％ 　 7.13％



















































基本金合計 17,211,798 19,149,981 1,938,183 （100.00）
第 1号基本金 15,777,508 17,534,765 1,757,257  （90.67）
第 2号基本金 564,026 499,555 -64,471  （-3.33）
第 3号基本金 634,594 865,287 230,693  （11.90）
































































































（2010年 3月期から 2015年 3月期の間の加重平均：％）
定員充足率
～ 70％ 70％～ 80％～ 90％～ 100％～ 110％～ 120％～




80％～ ［08］   8.50 ［09］ 21.10
［10］ 10.17
75％～ ［11］   4.30 ［12］ 37.42 ［13］ 14.33 ［14］ 27.85
70％～ ［15］ 23.40 ［16］ 15.29 ［18］ 25.78
［17］   5.75
65％～ ［19］   6.09 ［20］ 14.54 ［21］   8.67
60％～ ［22］   5.86 ［23］ 18.89 ［24］ 12.94
55％～ ［25］ 14.10
50％～ ［26］  4.70 ［27］ 11.91 ［28］ 11.87
45％～ ［29］   3.22 ［30］   6.91 ［31］   7.87
40％～ ［32］   5.42 ［33］ 17.43
［34］ 10.24
35％～
30％～ ［35］   1.26 ［36］   2.08
［37］ 19.04
［38］   5.11
25％～
20％～ ［39］   8.92
大・短大生比率 （『私立大学財政データ』より）
9東海３県の大学法人の財政分析































































簿  価 減価償却累計 取得価額 耐用年数 年間減価償却額
建　 物 6,020,726 4,605,450 10,626,176 50年 212,524
構 築 物 334,528 755,396 1,089,924 15年 72,662
教育研究用機器備品 449,746 960,870 1,410,616 30年 47,021
その他の機器備品 51,807 81,116 132,923 10年 13,292
図　 書 974,892 16,276 991,168 　　 　　
車 　両 4,827 17,963 22,790   5年 4,558
その他有形固定資産 7,857 25,766 33,623   5年 6,725



















～ 70％ 70％～ 80％～ 90％～ 100％～ 110％～ 120％～
95％～ ［01］ ① 6.18 ［02］ ① 1.52 ［03］ ① 2.10 ［04］ ① 6.50 ［06］ ① 7.68




85％～ ［07］ ① 8.69
② 7.03 
80％～ ［08］ ① 3.21 ［09］ ① 5.62
② 1.60 ② 9.57
［10］ ① 4.35
 ② 8.74
75％～ ［11］ ① 1.40 ［12］ ① 8.20 ［13］ ① 5.67 ［14］ ① 9.06
② 2.04 ② 8.11 ② 6.64 ② 3.80
70％～ ［15］ ① 8.14 ［16］ ① 4.61 ［18］ ① 6.84
② 6.57 ② 5.80 ② 5.17
［17］ ① 2.12
② 7.43 
65％～ ［19］ ① 3.03 ［20］ ① 4.97 ［21］ ① 4.69
② 5.68 ② 7.76 ② 8.00
60％～ ［22］ ① 1.62 ［23］ ① 7.23 ［24］ ① 4.90
② 5.67 ② 4.78 ② 2.04
55％～ ［25］ ① 4.04
② 0.65 
50％～ ［26］ ① 1.21 ［27］ ① 3.60 ［28］ ① 4.72
② 1.67 ② 3.96 ② 3.38 
45％～ ［29］ ① 0.57 ［30］ ① 3.30 ［31］ ① 3.56
② 2.65 ② 6.16 ② 5.87 
40％～ ［32］ ① 1.65 ［33］ ① 7.74




30％～ ［35］ ① 0.40 ［36］ ① 0.73






















75％～ ① 3.77 ① 6.49
② 3.63 ② 6.48
45％～ ① 3.08 ① 4.95
















































































































































































































































































































学生納付金 寄付金 補助金 基本金組入 帰属収入
中京大学 100,303 491 10,091 21,938 118,335
豊田工業大学 2,040 31,161 2,962 22,910 41,092













成 28 年 8 月 23 日、http://www.mext.
go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/
siryo/__icsFiles/afieldfile/2013/06/21/ 
1336518_6.pdf、2017年 9月 15日確認）
注 12）日本私立大学連盟『新たな学校法人会計基
準の確立に向けて（中間報告）』2001年 10
月 .
注 13）村山徳五郎「学校法人会計基準の行方」
『JICPAジャーナル』No.563　JUN.2002、
p.47.
注 14）この文言に関しては、旧基準・新基準とも
（いずれも第 29条）同一である。
注 15）日本私立学校振興・共済事業団『私立学校
の経営革新と経営困難への対応』2007年 8
月、p.1.
注 16）日本私立学校振興・共済事業団『私学の経
営分析と経営改善計画』2012年 3月、p.7.
注 17）『私立学校の経営革新と経営困難への対応』
p.2.
　本稿作成にあたっては、中京大学企業研究所か
らの研究助成を受けた。ここに記して深く御礼申
し上げるものである。
「同朋大学」「名古屋外国語大学」「四日市
大学」にまとめて代表させることにした。
注２）定員充足率については大学学部のものを
採っただけであって、大学院、短期大学、
高等学校、中学校、小学校各校の定員充足
率については考慮されていないことを確認
しておきたい。
注３）ここで総括集計表の大学生・短期大学生比
率を「20％～、45％～、75％～」の 3区分
にしたのは、各カテゴリーに含まれる大学
数を平準化するためであって、何らかの定
性的な理由によるものではない。
注４）この表に図書減価償却費が計上されていな
いのは、日本公認会計士協会学校法人委員
会報告第 28号に「図書については減価償却
をしないのが原則である」「合理的な耐用年
数を定めるに足る資料がない」と記されて
あるためである。なお、ここでは残存価額
をゼロとして計算している。
注５）貸借対照表の「その他固定資産」のなかに
は、各種特定預金（資産）や有価証券、貸
付金以外にも、借地権、電話加入権、施設
利用権なども含まれている。『今日の私学財
政』によれば 2015年 3月期の医歯系を除く
500法人の実績では、その他固定資産合計
4,795,761百万円のうち借地権、電話加入権、
施設利用権の合計が 33,695百万円、「その
他」に区分されているものが 209,125百万
円であるが、ここではその他固定資産をす
べて金融資産として扱っている。
注６）日本私立大学連盟学校会計委員会『新たな
学校法人会計基準の確立に向けて（中間報
告）』2001年、p.3.
注７）学校法人会計基準の諸課題に関する検討会
『学校法人会計基準の諸課題に関する検討に
ついて（課題の整理）』2012年、p.3.
注８）高橋吉之助、村山徳五郎『学校法人会計の
理論』国元書房、1968年、pp.77-78.
注９）角瀬保雄『私立大学財政の現状と将来』国
庫助成に関する私立大学教授会関東連絡協
議会、1996年、p.5．
